
みどりの食料システム戦略の実現に貢献する技術の社会実装を一層促進するため、以下の取組を実施。
〇 みどりの食料システム戦略の実現に貢献する技術をとりまとめ、技術カタログとして公表
〇 カタログ掲載技術の社会実装をテーマとした「みどり技術ネットワーク会議」を全国で開催

みどりの食料システム戦略の実現に向けた技術の社会実装

・令和６年６月公表
・令和４年１月の公表後、３回
の更新を経て、現在409件の
技術を掲載
現在普及可能な技術：268件
2030年までに利用可能な技術：77件
みどり認定を受けた基盤確立事業:64件

みどりカタログ

技術カタログ Ver.4.0【令和6年6月公表】

国研及び公設試に加えて、大学及び民間企業の開発技術も掲載
みどり法※に基づく
基盤確立事業の内容を追加

葉面散布により病原菌の侵入を防ぐ
セルロースナノファイバー（中越パルプ㈱、丸紅㈱）

基腐病用蒸熱処理装置（三州産業株式会社）

化学肥料の低減に貢献できる超吸収性ポリマー
（EF Polymer株式会社）

※環境と調和のとれた食料システムの確立のための
環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律

「みどり技術ネットワーク会議」の開催、技術カタログ Ver.5.0【令和７年春公表予定】

混合有機質肥料を用いた土壌還元消毒（片倉コープアグリ㈱）
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〇 「みどりの食料システム戦略」の策定以降、多様な関係者に戦略を知っていただくため、また現場の前向きな取組を後押し
するため、情報発信や意見交換を積み重ねてきた。

〇 みどりの食料システム戦略を主体的に発信する民間団体も現れており、今後も民間と連携した発信を推進。

みどりの食料システム戦略の発信状況
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・令和６年３月に在米日本国大使館旧公邸にて、みどり戦略
及び環境負荷低減の取組の「見える化」に関するプレゼンテー
ションを実施するとともに、試食会を開催し、「みえるらべる」が付
された、宮城県登米市産のコメを用いた寿司などを提供。

「みどりの食料システム戦略」に係る意見交換
意見交換等の実施回数合計 35,540回
本省：1,526回、地方農政局等：34,014回（令和6年7月31日時点）

〇フリーペーパー

・一人でも多くの人に「食と農林水産業のサ
ステナビリティ」を知ってもらうため、あふの環
（わ）プロジェクトメンバーの取組を一斉に
情報発信。また「見える化」などを中心に事
業者やメディアとタイアップし、情報発信。

〇サステナウィーク

〇みどりの食料システムEXPO

・九州みどりの食料システムEXPO 於マリンメッセ福岡
会期：令和５年10月24日・25日

・みどりの食料システムEXPO  於東京ビッグサイト
会期：令和６年３月５日～８日

〇みどりGX新聞〇みどり通信

〇在米大での「食と農の夕べ」レセプション

・（一社）日本能率協会が主催、農林水産省
が協力。

・将来を担う若い世代の環境に配慮した取組を促すため、
農業大学校や農業高校を含む大学生や高校生等の個
人・グループがみどり戦略に基づいた活動を実践する機会
として開催。
・全国9ブロックで計402件の参加登録があり、特に優
れたグループは令和７年２月８日の全国大会に進出。
最優秀の取組には農林水産大臣賞を授与。

〇みどり戦略学生チャレンジ（全国版）
将来世代への発信

イベントを通じた発信

海外に向けた発信

〇APEC食料安全保障担当大臣会合
日米豪ワークショップ
・令和６年８月にペルーにて開催。みどり戦略
及び環境負荷低減の取組の「見える化」を
APEC各国要人に対して発信。

メディア等を通じた発信

〇日ASEANみどり脱炭素コンソーシアム設立記念セミナー
・令和６年３月に東京にて開催。日ASEANみ
どり協力プランに基づくプロジェクトの推進について、
ASEAN地域への展開に関心のある企業や国
際機関に対して発信。

「メトロポリターナ」
令和６年３月号

マイナビ農業「アグリプラス」
令和６年８月号



将来世代に向けたみどりの食料システム戦略の理解浸透
○ 消費者の理解促進と行動変容に向けて、将来の消費市場の中核を担っていく世代に対し、各地方農政局等の若手や拠点の職員

が中心となり、創意工夫によりみどりの食料システム戦略の理解浸透を推進。

函館地域拠点による出前授業を受講した大
野農業高校の生徒が、後日みどりの食料シス
テム戦略会議を開催。ディスカッションを行った。

片山学園初等科の小学５年生の授業でみどり戦略に
ついて説明後、「ノウカサバイバー」を実演。子供たちは
ゲームを通じて農業の多面的な課題を学んだ。

天使大学で栄養学を学ぶ学生が主体となり、
環境に配慮した農業に取り組む農業者と意見
交換し、野菜の魅力を発信するPOPを作成。

宇陀市の主催する「宇陀オーガニックビレッジフェス
2023」にてみどり戦略の展示ブースを設置し、
PRを実施。

若手職員がチームを結成し、生産者へのヒアリング等
を実施。内容をパンフレット等にまとめ、生産者やJA職
員へ配布するとともに南城市役所やコープあっぷるタウ
ン店等でのパネル展示を通じて消費者へ訴求した。

京都府内のイオンモール久御山におい
て、「消費者の部屋」特別展示を実施。
家族連れを中心に約800人が来場。

若手職員が中心となって「みどり戦略学生チャレンジ実
装チーム」を結成し、参加登録した学生に取材を実施。
結果を取りまとめ、記者に公表した結果、記事が掲載。

東北
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北海道北海道

北陸

近畿

若手職員による推進チーム「みどりtokai2023」
は、生活協同組合と連携し、店頭にて消費者に
向けて環境にやさしい農業への理解を呼びかけ。

東海農政局がアドバイザーとなり、名古屋学芸大学にて小学生向け
にみどり戦略をテーマとしたボードゲーム型教材「ノウカサバイバー」を開
発。その後、同大学と東海農政局の間で包括的連携協定を締結。

東海

食と農ぬちぐすいフェスタ2024に若手職員が参加し、パネル展示
及びみどり戦略についての講演を実施。

大分県拠点において、インフルエンサーと連携した「みどり戦略」の理解
醸成活動を実施。オフィシャルインフルエンサーとして委嘱した６名の方
にそれぞれのツールを用いて情報発信を行っていただいている。

たかまつ食と農のフェスタ2024において、みどり戦略とオーガニッ
クビレッジに関するパネルを展示。期間中は約17000人が来場。

「せとうち島旅フェス2024」では農政局施策紹介
ブ―スにてみどり戦略の紹介やフードロス削減の啓
発のほか、有機野菜の販売も行った。

東北

近畿

東海

中国四国 中国四国

沖縄沖縄九州

鹿児島県拠点において「環境にやさしい農業体験・食育セミナー」を
開催。田んぼや畑での農業体験を交えながら、小学生へみどり戦略や
地産地消についての講話を行った。

九州

北陸

若手職員が若者世代に情報を発信していく「食ミラプロジェクト」では、
昨年度に引き続き食品ロス削減をテーマとした動画をBUZZ MAFF
で配信。Instagramでは、子育て世代等をターゲットに持続可能な
農業に取り組む生産者やそれを支える店舗等を紹介。

関東

職員が講師となり、小中学生に対して食品ロスや地産
地消、食料自給率等について出前授業を実施。クイズ
なども織り交ぜ関心を引くよう工夫を凝らした。

関東

若手職員の発案により、職員への募集・投票を
経て、みどり戦略の啓発キャラクター「みっちゃん」
誕生。啓発資料や名刺等に使用し、戦略をPR。

福島県立岩瀬農業高校にてみどり戦略についての講
義を実施。その後、有機農産物や食品ロス、担い手
確保、農福連携などについてグループ討論・発表。



みどりの食料システム戦略の国内外に向けた発信
○ 総理、大臣・副大臣・政務官をはじめとして、あらゆる機会を捉えてみどりの食料システム戦略を国内外に発信
ASEAN＋3（日中韓）首脳会議（2023年9月6日）
岸田総理大臣より、みどりの食料システム戦略を踏まえ、強靭で持続可能な農業及び食料システム
の構築に向けた「日ASEANみどり協力プラン」の打ち出しを表明。
（同プランは2023年10月の日ASEAN農林大臣会合において採択。）

写真：
首相官邸HP

アーサー・ジョセフ・クルップ マレーシア農業・食料安全保障副大臣との会談（2024年５月２日）

高橋農林水産大臣政務官より、「日ASEANみどり協力プラン」の推進等について協力を要請。

ムソンダ・ムンバ ラムサール条約事務局長との会談（2024年5月17日）
武村農林水産副大臣より、みどりの食料システム戦略に基づく、我が国の生物多様性保全の取組や、農
産物の環境負荷低減の取組の「見える化」について発信。

国連食糧農業機関（FAO）第37回アジア・太平洋地域総会（2024年2月18-21日）

鈴木農林水産副大臣より、プレナリーセッションにて、みどりの食料システム戦略や「日ASEANみどり協力プラン」を発信。
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日本ASEAN友好協力50周年特別首脳会議（2023年12月17日）
岸田総理大臣より、「日ASEANみどり協力プラン」に基づき、強靭で持続可能な農業・食料シス
テムの構築及び地域の食料安全保障の確保に向けた協力を強化していく旨発信。

写真：
首相官邸HP

カオ・キムホンASEAN事務総長との会談（2024年5月24日）

坂本農林水産大臣より、「日ASEANみどり協力プラン」に基づき、ASEAN地域における強靭で持続可
能な農業・食料システムの構築に貢献していく旨発言。

みどりGXラボキックオフイベント（2024年７月３日）
坂本農林水産大臣より、みどりの食料システム戦略に基づく「みえるらべる」などの取組を紹介しつつ、更なる
推進に向けて、関係者の機運を醸成し相互の理解・協働を得ながら取り組む必要がある旨発言。

ベトナム農業農村開発省ナム副大臣との会談（2024年８月20日）

舞立農林水産大臣政務官より、「日ASEANみどり協力プラン」に基づき、ベトナムと協力をしていきたい旨発言。



二国間クレジット制度の活用による持続可能な食料システム構築
（アジア開発銀行との連携）

• 定期的に水田の排水と湛水を繰り返すことで、メタン排出量及
び水使用量の削減を可能とする技術。

【（参考）間断かんがい技術（AWD）】

１ 二国間クレジット（JCMとは）
• パリ協定第６条第２項に沿って、予め協定を締結した相手

国での温室効果ガス排出削減・吸収等に貢献し、相応のク
レジットを我が国が獲得するもの。

• 創出したクレジットは両国で分配され、各国のNDC（国が
決定する貢献）の達成に貢献。

• 農業分野における気候変動対策の推進のため、アジア開発銀行（ADB）に対し、ASEAN地域における二国間クレジット制
度（JCM）を利用した具体的方法を検討するために拠出（令和５・６年度予算それぞれ30百万円）。

• 令和６年６月、フィリピンにおいて水田から排出されるメタン削減に資する間断かんがい技術（AWD）を活用したJCM方法論
案を完成・公表。それに続いてベトナム方法論を検討中。「日ASEANみどり協力プラン」の協力プロジェクトとして推進。

２ ADBへの拠出事業内容（令和５年度～）

• 我が国からの拠出金等をもとに、フィリピン・ベトナムでの間断
かんがい技術（AWD）を活用したJCMプロジェクトの促進を
目的とし、令和６年１月、ADBが事務局となり、日本国政
府、相手国政府、国際機関、研究機関等で構成する有識
者委員会を立ち上げ、具体的方法論を議論。

・ ASEAN地域における温室効果ガス削減への貢献
・ 現地農家の所得向上
・ 信頼性の高いカーボンクレジットの創出
・ 技術導入やクレジット売買における我が国企業のビジネス拡大

• 令和６年６月、まずはフィリピン方法論案を完成・公表。そ
の後、日本と相手国政府によるJCM合同委員会に承認申
請。民間事業者によるクレジット発行申請・承認等予定。

日本政府
(農水省、環境省）

農林水産省 日ASEAN統合基金（JAIF）

有識者委員会（Expert Committee）
【具体的方法論の検討】

日本と相手国両政府による
JCM合同委員会での承認（予定）

拠出金（令和６年より３年）拠出金

国際機関
（IRRI）

相手国政府
（令和６年はフィリ

ピン、ベトナム）

アジア開発銀行（ADB)

研究機関
(JIRCAS、
農研機構）

方法論案公表

ワークショップ開催
ASEAN各国への普及

日本国政府
(農林水産省、

環境省）

民間事業者によるクレジット発行申請・承認等（令和６年夏以降）
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